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 トランプ政権誕生後、アメリカと中国との間で貿易交渉が活発になっている。米中間の貿

易収支は長くアメリカの赤字が続いているが、今なぜこのように過熱しているのであろう

か。この問題を考えるとき、単なるアメリカの貿易赤字、アメリカ国内の雇用の拡大ではな

く、急速に技術力を向上させている中国とアメリカとの技術をめぐる争い、また世界の貿易

システムをどのように構築するかの米中の争いという視点も重要となってくる。 

 世界貿易に占める中国の輸出シェアは 2000年の 3.9％から 2006年にはアメリカを、2009

年にはドイツを抜き、2017年には 13.0％へと、輸入シェアは 2000年の 3.4％から 2003年

には日本を、2009 年にはドイツを抜き、2017 年には 10.3％へと急速に拡大している。か

つて輸出・輸入で世界シェアの 1 位となっていたアメリカは、輸出においては中国にその

座を明け渡して久しい。 

 そのような中、アメリカのトランプ政権はアメリカ第一主義を唱え、NAFTAでは強気の

政策でアメリカに有利な改正を行い、アメリカ国内の雇用の拡大などを目指している。アメ

リカにとって中国は NAFTA に次ぐ輸入国であり、その貿易赤字は、2017 年で 3752 億ド

ルの赤字で、アメリカの貿易赤字全体 7962億ドルの半分近くを占めている。 

 アメリカ政府は、中国からの輸入増の背景として、中国の政府支援を背景とした国営企業

による海外進出、鉄鋼やアルミニウムの過剰生産、中国政府による人民元レートの規制があ

り、米国から中国への輸出に関しては、中国の閉鎖的な市場や商慣行、知的財産権の侵害、

中国に進出している米国企業に対する技術移転を強要するなど、公正な貿易ができないこ

とへのいら立ちだともいわれる。アメリカにとっては、中国は政治制度が異なるため、中国

企業はアメリカ企業を容易に買収できるが、アメリカ企業は中国企業を容易に買収できな

いなど中国企業は資金調達や許認可、税制面で中国政府から優遇を受けている、アメリカ企

業が中国に進出する場合、技術移転を強要される、知的財産保護のために中国での研究開発

や生産等を制限せざるを得ないなどの要因が貿易赤字につながっていると考えているので

あろう。自由で公正な中での経済競争と貿易を求めるアメリカに対し、中国政府は自国企業

への優遇、外国企業への規制を行い、対外貿易についてのみ自由な貿易を求めているという

主張かもしれない。坂本正弘論文(「米中通商戦争と覇権」『国際金融』1313 号 2018.10)、

週刊東洋経済「リーマンショック 10年:今そこにあるリスク 第 1回―ドル vs.人民元 経

済覇権争う米中―」（6811号 2018.9）は米中の覇権争いについて詳細に述べている。 

 一方、中国は改革開放政策により世界の工場として成長を続ける段階から政府主導のも



と外国の技術を積極的に吸収する政策をとり、技術力を高めてきている。GDP で見ると世

界第 2 位となり先進諸国に比べ高い成長を続けている。急速な成長のためアメリカなど先

進諸国に頼らなければならない技術も多くあり、中国にとっては先進国を目指すためには

さらに技術を独自に開発する能力が求められる。 

 中国は 2015 年、建国 100 年を迎える 2049 年に「世界の製造強国の先頭グループ入り」

を目指す長期戦略のもと 2025年までに「世界の製造強国の仲間入り」を目標とした「中国

製造 2025」を掲げた。重点 10 分野の目標の中で例えば、次世代通信規格「5G」のカギを

握る移動通信システム設備では 2025 年に中国市場で 80%、世界市場で 40%、産業用ロボ

ットでは「自主ブランドの市場占有率」を 2025年に 70%とすることを目標としている。現

在、中国製造業が集積回路、半導体など重要分野で外国に依存する程度が大きいことがあり、

中国国内で高度な部品も製造できる技術を持つことを目指していることがその背景にある。 

 米中貿易摩擦の背景には中国の技術力の急速な向上がある。青木崇論文(「米中の貿易摩

擦問題の背景にある中国技術の技術力向上」『日経研月報』483 号 2018.9)は、中国企業が

IoT時代に通信関連を中心に技術力が向上している点を、IoT国際競争力指標の上昇、中国

の技術契約市場の拡大、国際的な特許の急速な拡大の 3 つの観点で分析している。青木論

文によると、IoT国際競争力指標では、アメリカ、日本について 3位であるが、ここ数年で

急速に拡大しており、技術契約市場でも、2016年には 1兆元を超え、10年前の 6倍に拡大

しており、例えば電子情報(IT関連)の技術契約金額は 2013から 3年で 1.7倍に拡大、特許

出願件数でも、2017年の世界 5大特許庁への出願件数は、中国は約 138万件と 2位のアメ

リカの 61万件の 2倍以上となっており、このような中国の技術力の向上が米中貿易摩擦の

背景となっていると主張する。 

 一方、中国政府は世界貿易システムについても模索している。沈銘輝・孔大鵬論文（「ト

ランプ政権成立後の中国の FTA戦略」『ERINA REPORT PLUS』144巻 2018.10）はトラ

ンプ政権後の米中貿易交渉の中での中国の世界に向けた貿易戦略である FTA の状況、一帯

一路政策について述べている。沈・孔論文では、トランプ政権が保護主義的な行動をとるの

に対し、中国は投資、競争、知的財産権、環境政策、電子商取引などの次世代の貿易問題を

取り入れた FTA交渉を進めて、「一帯一路」を締結した国々との間での経済協力を推し進め

ていると主張している。これは、中国政府が考える中国が主導権をとって世界貿易システム

を構築しようという考えかもしれない。 

 今問題となっている米中の貿易戦争は、単なる中国の対米貿易黒字削減の問題ではなく、

世界経済の中でのアメリカの覇権が中国へと移っていくのか、アメリカが覇権を持ち続け

るのかをめぐる米中の争いともいえる。確実に技術力を向上し、中国を中心とした世界貿易

システムを構築しようとしている中国に対して、トランプ政権はどのような中長期の技術

戦略、貿易戦略を構築するのであろうか。技術的にアメリカに追いついてくる中国に対して、

アメリカはどのような技術戦略で対抗するのか、またそのような技術戦略のもとでどのよ

うな世界貿易システムを構築しようとするのか。日本、EU はアメリカ、中国の技術戦略、

世界貿易システムに対してどう対応していくのか。重要な選択が求められるであろう。 


